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放 射 性 廃 棄 物 の 処 理      

― 知り・学び・考えよう ― 《副読本》

はじめに

神奈川県放射線友の会（略称神奈川放友会）は、東日本大震災時の東京電力

福島第一原発事故の発生以来、放射線への誤解と偏見により「いじめ」と「食

材への風評被害」が長期間続いていた現実に心を痛め、食と放射線、放射線と

健康被害について学び、話し合い、2012 年～2017 年にかけ「食と放射線」の

副読本を三冊発行して来ました。

第一版は放射線と共生する、第二版は安全安心への取り組み、第三版は放射

性物質の汚染実態と風評被害をテーマとしました。

放射線の安全・安心に関する基礎知識の社会的啓発活動が本会の活動目標の

一つであり、今回取り組んだテーマは原子力発電所から発生する「高レベル放

射性廃棄物の処分」であります。

2018年に原発事故から 7年目の東京電力福島第一原発と第二原発の現状およ

び実態を視察見学する機会を得ました。そして廃炉に至るまでの汚染水処理の

問題、溶解した核燃料の処分、使用済核燃料の処理等に深く関心を持ったので

あります。

日本では「高レベル放射性廃棄物」は「特定放射性廃棄物の最終処分に関す

る法律」により原子力発電環境整備機構（NUMO）が地下 300m 以深の地層に

処分することになっています。これを「地層処分」と呼んでいます。

さて、私たちが社会生活を送れば、当然にゴミが発生します。「家庭ゴミ」は

一般廃棄物として税金を使い、廃棄物処理法により自治体が処分しています。

自治体には廃棄物の適正な処理と必要な措置を講ずる務めがあります。私たち

には、ゴミを減らしたり、リサイクルしたり、分別したりして、自治体が定め

る適正な処理に協力しなければならない義務があります。

一方、工場の製造過程など、事業活動に伴って発生する廃棄物は産業廃棄物

に分類されます。産業廃棄物は適正な廃棄物処理業者に委託処分できますが、

廃棄物を発生させた事業者の適正処理責任が最も重く規定されています。この

ように社会生活を送る者にはゴミ処理の義務と責任が生じるのです。

原子力は、原子力発電、産業、医療などの幅広い分野において利用されてお

り、私たちは、様々な形で原子力の恩恵を享受してきています。一方で、原子

力の利用に伴い発生する放射性廃棄物については、原子力の便益を享受した私

たち世代が、対応を先送りすることなく、安全な処理・処分への取組みを理解

し、協力することが必要です。そのため、原子力発電環境整備機構（NUMO）

の 3 種類の冊子、経済産業省資源エネルギー庁の冊子、原子力関連各組織がホ

ームページ等で詳しく公開している情報を調べてみました。大変参考になりま
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したが、市民目線で高レベル放射性廃棄物について理解するためには膨大な資

料で、難解な部分もありました。

我々は、「食と放射線」3 冊を発行した経験から、放射性廃棄物との「共生が

可能か」、「安全・安心を確保できるか」、「処理の実態を把握し風評被害を起こ

さない」事を踏まえて勉強会で話し合い少しでも市民目線で理解してもらえる

ように再編集しました。

この副読本は、「放射性廃棄物」全般を理解するため、勉強会で学び直した内

容を整理し、「高レベル放射性廃棄物の地層処分について」の理解を深める活動

の資料として、副読本として発行しました。

先ずは、「放射性廃棄物」とはなに？から始めて、「高レベル放射性廃棄物の

地層処分」を理解しましょう。

追記

この冊子の出典は、NUMO の 3 種類の冊子・資源エネルギー庁の冊子・公式な

インターネットウエブサイトからです。

引用した情報を私たちが理解しやすい様に「副読本」として纏めました。

市民目線で「高レベル放射性廃棄物」を理解してもらうために、編集しまし

たが、難解な冊子になってしまったかも知れません。

ですが、是非とも読んでいただけることを期待しています。

2019 年（令和元年）12 月 28 日
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・地層処分の技術的な用語については、「高レベル放射性廃棄物の処分について考えて

みませんか」（経済産業省資源エネルギー庁）等の関連冊子に詳しく載っています

ので、 そちらも参照して下さい。

・世界の再処理工場-日本原子力学会 電力中央研究所 飯塚政利 （2013年 4月 15日）
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「放射性廃棄物の地層処分の取り組みの現状と課題」資料

講師 元東北大学教授・原子力安全研究協会 技術顧問 杤山 修
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4月 15日 原子力委員会原子力バックエンド対策専門部会）
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との併置処分等の技術的成立性－（平成 18年 4月 18日 原子力委員会長半減期低

発熱放射性廃棄物処分技術検討会）
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お わ り に

この副読本は、「放射性廃棄物」全般を理解するため、勉強会で学んだ多くの資料の内

容を整理し、「高レベル放射性廃棄物の地層処分について」の理解を深める活動の資料と

して発行したものです。

東京電力福島第一原発事故後、日本が現有する原子力発電所の 54 基の原子炉のうち、

19 基が新規制基準未申請、15 基が廃炉を決めています。

福島原発事故の核燃料デブリの撤去を含めた廃炉、貯留する廃液の処分方法や経年劣

化の廃炉は数十年の事業になり、原子力発電を発電コストの安い安定電源と位置づけて、

将来 20％以上の発電比率としたエネルギー政策に影響を及ぼす可能性が出てきていま

す。

また、原子力発電所の新規制基準による安全対策費が増加し、遅れているテロ対策施

設の建設費用も今後さらに増加することは確実です。

高レベル放射性廃棄物の最適な地層処分については安全・安心の確保が絶対に必要で

す。

2019 年「G20 エネルギー・環境閣僚会議」で、原子力発電から出る高レベル放射性廃

棄物の最終処分を巡り、日本提案に沿って国際連携を深める方針が打ち出されました。

そして、日本やアメリカなど主要な原子力利用国が参加し、原発から出る高レベル放

射性廃棄物の最終処分の実現に向けて各国の連携を強化する国際会合が 10 月 14 日、パ

リで初めて開催されました。会合では「これまで最終処分の技術面の協力は実施されて

きたが、処分場選定を巡る国民との対話の在り方など政策の進め方に関する国際的な議

論は十分でなかった」として、国際協力の重要性を改めて確認しました。来春開催予定

の次回会合で、国際協力に関する基本戦略の策定や、処分場の候補地選定を巡る各国の

対話活動を紹介した事例集の取りまとめを目指すとしています。

この事業は 100 年以上の継続事業となり、約 3.8 兆円と算定されている費用をつぎ込

まなければなりません。

この事業の達成には原子力発電の恩恵を享受してきた私たちが次世代に先送りするこ

となく共有し、理解し、協力しなければなりません。

我々は、事故後の東電福島第一原発の現状や第二原発の実態を視察しており、汚染水

問題を始め、核燃料の処分等に大きな関心を寄せています。

国は「高レベル放射性廃棄物の地層処分について」の情報を発信していますが、現在

保管されている「高レベル放射性廃棄物」の量や、保管場所、今後の稼働でどれくらい

生じるのか、廃炉処分でどんな廃棄物がどれだけ出て来るのか、その処理・処分の展開

を知ることは重要であり、この問題を放置することは出来ません。  

この副読本は、放射性廃棄物の最終処理を理解するために、先ずは「放射性廃棄物」

の定義から学び直して、国が情報発信している「高レベル放射性廃棄物の地層処分につ

いて」の理解を深めるために発行しました。
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